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資料１ 

 

 

京都市はぐくみプラン（京都市子ども・若者総合計画）※の進捗状況等 
※以下「計画」と表記 

 

１ 全体概要 

計画期間の開始とほぼ同時期に新型コロナウイルス感染症が拡大したことによ

り，利用控えによる実績の伸び悩みなど，一部の取組には進捗への悪影響が見られ

るものの，次のような状況を踏まえれば，計画は概ね順調に進捗しているものと考

えられる。 

・ 計画に掲げた施策は全てが既に推進中となっている。 

・ また，支援拠点の開設など里親支援の充実，全年齢型の相談窓口への再編など

ひきこもり支援の再構築，学校運営協議会の設置拡大（全中学校区への設置が完

了）などの成果も上がっている。 

・ 計画全体の進捗状況を分かりやすくお知らせするための指標についても，保育

所等及び学童クラブ事業における年度当初待機児童ゼロの継続（それぞれ８年，

１０年連続）など，概ね堅調に推移している。 

・ 一方で，第２期子ども・子育て支援事業計画（資料２参照）に掲げた「量の見

込み」については，コロナ禍での休所や利用控えもあり，実績が下回っている事

業もある。 

 

２ 今後に向けた主な課題 

今後に向けては，引き続き計画に掲げた施策・事業を着実に推進するとともに，

この間の社会経済情勢の変化に伴う次のような課題にもしっかりと対応していく。 

 ⑴ コロナ禍で影響を受けた子ども・若者やその家庭への支援 

ひとり親家庭，若者，乳幼児の子育て家庭，ひきこもりなど，子育て家庭の孤

立防止や特に支援を要する家庭への支援 

⑵ 行財政改革計画に掲げる持続可能性な行財政への道筋と都市の成長戦略 

・ 本市の厳しい財政状況における，子ども・若者やその家庭に対する切れ目な

い支援の持続可能性の確保 

・ 子育て世代をはじめとした若い世代に魅力のあるまちづくり 

 

３ 施策・事務事業の実施状況 

  計画に掲げた２１０の施策について，全てが既に推進中となっている。 

年度 施策数 
 

完了 推進中 着手前 

令和２ ２１０ ０ ２１０ ０ 
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４ 令和２年度における主な成果   

⑴ 地域子育て支援事業の推進  
上京区において新たに１箇所実施。このほか，西京区エリア全体の活性化を目

指す「洛西口～桂駅間プロジェクト」において，令和２年９月に開業した京都市

交流促進・まちづくりプラザ内で新たに１箇所実施 

⑵ 保育所等待機児童ゼロの継続  
令和３年度当初時点で，８年連続となる保育所等待機児童ゼロとともに，10 年

連続となる学童クラブ事業待機児童ゼロを達成 

⑶ 医療的ケア児の受入支援の充実  
私立幼稚園及び学童クラブ事業において，令和２年度から医療的ケア児の受入

れ支援制度を開始（保育園等８箇所で21名，学童クラブ事業２箇所で２名受入れ） 

※ 私立幼稚園については，令和３年４月から，２園で２名受入れ。 

⑷ 新しい教育内容に即した施設・設備充実等の推進  

GIGA スクール構想※の実現に向け，児童生徒１人に対し１台のパソコン端末を

整備 

※ すべての子どもに個別最適化され，グローバルで創造性を育む学びを実現する構想 

⑸ 地域や民間団体による子ども食堂など子どもの居場所づくりの取組への支援  
令和２年度から「子どもの居場所づくり「支援の輪」サポート事業」を実施（支

援コーディネーターが各子ども食堂等を訪問し，運営に関する助言を行うととも

に，支援を必要とする子どもや家庭を適切な機関につなぐ「気づきの窓口」とな

るようサポートを実施）（延べ相談件数212件） 

⑹ 文化芸術による共生社会実現に向けた基盤づくり事業  
共生社会の実現に向け，文化芸術の力で社会課題の緩和に取り組むため，芸術

家等が社会課題へアプローチする際や，福祉施設等が文化芸術の取組に着手する

際の相談事業，文化芸術と社会課題をつなぐコーディネーターの育成等の取組を

実施 

⑺ 里親支援・ショートステイ事業拠点の開設及び「養育里親」の愛称決定 
里親の訪問支援や相互交流を行うとともに，ショートステイ事業を実施する，

身近な地域で子どもと子育て家庭を支える拠点を令和２年１０月に開設した。多

くの方に親しみを持っていただくことで里親制度がなじみ深いものになることと，

特に「養育里親」の更なる充実を目指すことを目的に，愛称を一般公募し，「はぐ

くみさん」に決定 

⑻ 「切れ目ない支援」の実現に向けたひきこもり支援の充実 
令和２年９月にひきこもりに関する相談窓口を全年齢型に再編し，包括的な支

援の調整役を担う「寄り添い支援係長」や，ひきこもり状態にある方や家族に伴

走型の支援を行う「よりそい支援員」を配置（相談件数267件） 

⑼ 学校運営協議会の設置拡大と取組の充実 

全中学校区への設置が完了 

学校運営協議会設置数２４９校園／小中合同学校運営協議会数４６中学校区 
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５ 計画の進捗状況を示す指標 

項目 
計画最終年度 

までの目標値 

現況値 

（平成30年度） 

令和２年度 

実 績 値 

①妊娠 11 週以下での妊娠の届出率 

【安心して妊娠・出産できる環境】 
100% 93.4% 94.6% 

②保育所等における年度当初待機児童数 

【保育を利用しやすいと実感できる環境】 

ゼロの 

継続 
ゼロ 

ゼロの 

継続※１ 

③学童クラブ事業における年度当初待機児童数 

【放課後における健やかな育ち】 

ゼロの 

継続 
ゼロ 

ゼロの 

継続※１ 

④放課後まなび教室希望児童の登録 

【安心して自主的な学びなどができる環境】 

100％の 

維持 
100% 

100%の 

維持※２ 

⑤青少年が参画している附属機関等の割合 

【若者の社会参加】 
50% 47.5% 53.1% 

⑥京都はぐくみアプリのダウンロード数 

【必要な支援情報の到達】 

53,000件 

（運用開始以

降の合計数） 

23,801件 30,930件 

⑦児童生徒が在学中に茶道（小学校），華道 

（中学校）を体験した市立小・中学校の数 

【京都ならではの文化力をいかした学び】 

小：全校 

中：全校 
- 

小：32/161校 

中：16/ 72校 

 ※１ 令和３年度当初 

 ※２ 新型コロナウイルス感染症の影響による未実施校を除く。  
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資料２ 

第２期京都市子ども・子育て支援事業計画 

 

１ 幼児教育・保育の量の見込み並びに提供体制の確保の内容確保実績について  

対象となる 

施設・事業所 

【特定教育・保育施設】認定こども園，幼稚園，保育園（所） 

【特定地域型保育事業】 

 小規模保育事業，家庭的保育事業， 

 居宅訪問型保育事業，事業所内保育事業 

教育・保育提供区域  第三次区域 

 

（１）２０２０（令和２）年度の量の見込みと実績 

   ２０２０（令和２）年度末時点で小規模保育事業や幼稚園の預かり保育事業も含めた 

保育必要量を３６，３７８人と定めていたところ，２０２０（令和２）年度実績での保育 

確保量は３７，５９８人となり，計画を１，２２０人上回りました。 

（単位：人） 

年度 
令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

見込 実績 見込 実績 見込 実績 見込 実績 見込 実績 

保

育 

０ 

歳児 

小学校入学前児童 9,697 9,360 9,496  9,348  9,202  9,099  

保育の量（３号） 4,712 3,545 4,734  4,774  4,812  4,857  

 保育利用率 48.6% 37.9% 49.9%  51.1%  52.3%  53.4%  

１・２ 

歳児 

小学校入学前児童 19,731 19,825 19,150  19,024  18,678  18,384  

保育の量（３号） 11,648 11,967 11,652  11,923  12,038  12,161  

 保育利用率 59.0% 60.4% 60.8%  62.7%  64.5%  66.1%  

３～５ 

歳児 

小学校入学前児童 31,470 31,607 30,882  29,538  28,670  27,906  

保育の量（２号） 20,018 22,086 19,970  19,389  19,281  19,203  

 保育利用率 63.6% 69.9% 64.7%  65.6%  67.3%  68.8%  

３～５歳児 教育の量（１号） 11,452 9,661 10,912  10,149  9,389  8,703  

保育計 

小学校入学前児童 60,898 60,792 59,528  57,910  56,550  55,389  

保育の量 36,378 37,598 36,356  36,086  36,131  36,221  

 保育利用率 59.7% 61.8% 61.1%  62.3%  63.9%  65.4%  

※ 各年度とも年度末時点の数値 

 

（２）達成状況 

第１期「京都市子ども・子育て支援事業計画」においては，市内３４の教育・保育提供区域

ごとに保育ニーズを見込んで，各地域の状況に応じた受け皿拡大等の取組を進めてきました。 

令和２年度以降は，全市的な保育ニーズが横ばいになる中，地域別に見ると保育ニーズの増

減に大きなバラツキがあり，地域によっては減少に転じるところが出てくるため，第２期「京

都市子ども・子育て支援事業計画」においては，保育ニーズの増加が見込まれる地域に限定し

てピンポイントで児童受入枠の拡大を図ることとしており，３５の提供区域のうち１６の提供

区域で１，５５３人分の保育提供体制を確保することとしています。 

第２期計画の初年度である令和２年度では，民営保育園等の新設，増改築等や小規模保育事

業の定員の拡大により，合計１６箇所，３６８人分の受入枠を確保しました。 

今後については，就学前児童数が第２期計画策定時の見込みよりも減少している状況等も

踏まえ，引続き必要な地域への受入枠拡大に努めつつ，計画の見直しの必要性についても検

討していきます。  
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２ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに確保実績について 

本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

①区役所・支所保

健福祉センター子

どもはぐくみ室に

おける相談・支援 

【利用者支援事業】 

 

量の見込み 

確保方策 

 

箇所数 

（箇所） 

14 14 14 14 14 

実績 14     

現状と課題 

・ ２０１７（平成２９）年５月，利用者支援の更なる充実を目的

に，福祉と保健の垣根を取り払い，全１４区役所・支所に設置し

た「保健福祉センター子どもはぐくみ室」では，子どもや子育て

家庭に関する支援施策をワンストップで総合的に案内する「子育

て支援コンシェルジュ」の取組を実施しており，引き続き身近な

地域の子育て支援施設や関係団体との連携を強化していく必要が

あります。 

・ また，２０１９（令和元）年４月からは，同室において，訪問

や地域の関係機関と協力した見守り等によって状況を把握したう

えで，課題や困りを抱える子どもや子育て家庭に寄り添う支援を

強化しており，児童虐待の未然防止・再発防止を徹底する必要が

あります。 

 

②時間外保育事業 

【延長保育事業】 

 

量の見込み 

確保方策 
延べ利

用者数 

（人日） 

472,700 472,700 472,700 472,700 472,700 

実績 402,790     

現状と課題 

・ ２０１５（平成２７）年度から２０１９（令和元）年度にか 

けて，実施施設を３１箇所増やし，提供体制の確保に努めてきま

した。 

（２０１４（平成２６）年度：１９５箇所／２６０箇所， 

２０２０（令和２）年度：２２８箇所／２８３箇所） 

・ 一方で，２０１５（平成２７）年度の子ども・子育て支援新制

度の開始以降，各施設が従来の閉所時間より保育標準時間の終了

時間を遅い時刻に設定する傾向がみられ，児童が利用する時間帯

が従来と同一であっても，時間外保育に当たらなくなったことか

ら利用実績は減少傾向にあります。 

・ 時間外保育の利用は，保護者の就労状況や生活状況等によって

左右されるものであり，２０１８（平成３０）年度以降減少傾向

にありますが，量の見込みに対する必要な提供体制は確保できて

おり，引き続き，時間外保育に対する市民ニーズや地域バランス

も考慮しながら，提供体制の確保に努めていきます。 
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本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

③一時預かり事業

（保育所型） 

【一時預かり事業

（一般型）】 

 

量の見込み 

確保方策 
延べ利

用者数 

（人日） 

52,000 52,000 52,000 52,000 52,000 

実績 24,763     

現状と課題 

・ ２０１５（平成２７）年度から２０１９（令和元）年度にか 

けて，実施施設を８箇所増やすなど，保護者の利便性が高まるよ

う，提供体制の確保に努めてきました。 

（２０１４（平成２６）年度：５０箇所／２６０箇所， 

２０２０（令和２）年度：５９箇所／２８３箇所）） 

・ 一方で，２０１５（平成２７）年度の子ども・子育て支援新制

度の開始以降，従来からの一時預かり事業利用者のうち，概ね月

４８時間以上の就労等を理由とする利用者については，保育短時

間認定による保育利用への移行が進んでおり，就労等を理由に利

用する一時預かりの利用実績が年々減少する傾向となっていま

す。 

・ なお，２０２０（令和２）年度においては，新型コロナウイル

ス感染症の影響により見込みを下回ったと考えられ，特に上半期

（４月～９月）の利用実績が大きく見込みを下回りました。 

・ 引き続き，一時預かり事業に対する市民ニーズや地域バランス

も考慮しながら，提供体制の確保に努めていきます。 

④幼稚園における

預かり保育（市立・

私立幼稚園） 

【一時預かり事業

（幼稚園型）】 

 

量の見込み 

確保方策 
延べ利

用者数 

（人日） 

539,271 529,299 506,120 490,935 477,525 

実績 530,809     

現状と課題 

・ 幼稚園における預かり保育に対する支援により，私立幼稚園に

おいては，２０２０（令和２）年度，京都市私立幼稚園協会加盟

全園（９５園）で実施し，保育要件を満たす３，０００人以上の

幼稚園児（全園児の約１／４）が預かり保育を利用しています。 

・ 近年，共働き世帯が増加していることを踏まえ，幼稚園では，

保育ニーズに応えるために，預かり保育の通年化・長時間化など，

預かり保育の充実が図られており，年々預かり保育の利用実績が

増加しています。 

・ 引き続き，幼稚園における預かり保育の充実を支援していきま

す。 
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本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

⑤病児・病後児保

育 

【病児保育事業】 

 

量の見込み 

確保方策 
延べ利

用者数 

（人日） 

6,600 6,600 6,600 6,600 6,600 

実績 1,697     

現状と課題 

・ ２０２０（令和２）年度においては，病後児保育施設２箇所の

新設及び１箇所３名分の定員増により，運営体制の充実を図って

きました。 

２０２０（令和２）年度末：計１１箇所，定員５４名（病児病後児

保育併設型９箇所，病児保育型１箇所，病後児保育型１箇所）） 

・ また，２０２１（令和３）年１月から，利用者の利便性向上を

図るため，パソコンやスマートフォンで施設の空き状況を確認で

きるシステムの運用を開始しています。 

・ 病児保育については，季節による需要の変動があり，感染症の

流行期など，時期によってはキャンセル待ちが発生する一方で，利

用申込がない日もあり，実施施設によっても稼働率に開きがあるこ

とから，着実に整備が進んでいるものの，量の見込みに対して，確

保実績が下回る結果となっています。 

・ なお，２０２０（令和２）年度においては，新型コロナウイル

ス感染症の影響により見込みを下回ったと考えられ，著しく利用

実績が低下していますが，２０２１（令和３）年度（４月～７月）

においては，コロナ禍以前の水準以上に回復しています。 

・ 引き続き，地域バランスや交通の利便性等を考慮しながら，新

設や既存施設の定員数の拡充を図り，利便性の向上とともに稼働

率の向上を図っていきます。 

⑥児童館・学童ク

ラブ事業，放課後

ほっと広場，地域

学童クラブ事業補

助 

【放課後児童健全

育成事業】 

 

量の見込み 

確保方策 
利用 

者数 

（人） 

14,956 15,245 15,558 15,641 15,631 

実績 15,135     

現状と課題 

・ 条例で定める「面積（児童１人につき概ね１．６５㎡以上）」及

び「支援の単位ごとに２名以上の職員(うち１名は有資格者)の配

置」などの基準に基づいた運営を行うため，小学校の余裕空き教

室の活用等によって実施場所を確保するなど，２０２１（令和３）

年度当初で１０年連続の待機児童ゼロを実現しました。 

・ 利用ニーズに応えるために，引き続き新たな実施場所や職員の

確保図っていきます。 
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本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

⑦家庭訪問による

継続的個別支援

（子どもはぐくみ

室職員による支

援） 

【養育支援訪問事

業】 

 

量の見込み 

確保方策 
利用 

者数 

（人） 

1,319 1,283 1,247 1,213 1,180 

実績 917     

現状と課題 

・ ２０１６（平成２８）年度までは，各区役所・支所の福祉事務

所と保健センターで対象児童の年齢や事象別に役割を決めて訪問

を行ってきましたが，２０１７（平成２９）年度の機構改革に伴

い，各区役所・支所の子どもはぐくみ室及び京北出張所で一体的

に取り組んでいます。 

・ また，これまで児童相談所で対応していた，虐待が危惧される

ケース及び軽度の虐待があると認定されたケースについても， 

２０１９（令和元）年度から順次，同室及び出張所において対応

することとしており，これら全ての家庭に対する支援を補完でき

るだけの提供量を引き続き確保する必要があります。 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により，家庭訪問に抵抗のあ

る家庭が増加していること等から，実績が量の見込みを下回った

と考えられますが，電話連絡やタブレット端末を用いたオンライ

ン面接，関係機関との連携等により，きめ細かな支援を行ってい

ます。 

⑧家庭訪問による

継続的個別支援

（育児支援ヘルパ

ー派遣事業） 

【養育支援訪問事

業】 

 

量の見込み 

確保方策 
利用 

者数 

（人） 

201 202 203 205 206 

実績 131     

現状と課題 

・ 本事業は，ヘルパー派遣事業者に委託しており，今後ニーズの

増加が見込まれる市内全域においては，委託先がヘルパー（※）

の必要人員を確保しています。 

※ 原則ヘルパー２級の講習を受講し，子育てに関して適切な知

識を有し，心身ともに健全で，家事又は育児に関する援助を適

切に実行する能力を有する者 

・ 引き続き，継続的個別支援の対象となる家庭が，必要な時に利

用できるよう提供体制を確保していく必要があります。 

・ ２０２０（令和２）年度は，新型コロナウイルス感染症の影響

により，実績が量の見込みを下回ったと考えられますが， 

２０２１（令和３）年度（４月～８月）においては，量の見込み

と同水準の実績を維持しています。 

 

 

 

 



10 

 

本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

⑨子育て支援短期

利用事業（ショー

トステイ） 

【子育て短期支援

事業】 

 

量の見込み 

確保方策 
延べ利

用者数 

（人日） 

8,450 9,024 9,597 10,171 10,744 

実績 4,995     

現状と課題 

・ 事業を実施している児童福祉施設において，一定の受入枠を確

保できています。 

・ ２０２０（令和２）年度から，利用要件をニーズに合わせて整

理しています。 

・ 一方で，実施施設の地域偏在のため，利用者数に偏りがあり，

本来見込んでいた本制度を必要とする世帯が利用できていない可

能性があります。京都市全体としての地域バランスや交通の利便

性を考慮しながら，新規施設の開拓を図ることなどによりニーズ

に対応します。 

・ ２０２０（令和２）年度は，新型コロナウイルス感染症の影響

による利用自粛のため，見込みを下回ったと考えられます。 

⑩子育て支援短期

利用事業（トワイ

ライトステイ） 

【子育て短期支援

事業】 

 

 

量の見込み 

確保方策 
延べ利

用者数 

（人日） 

35 35 35 35 35 

実績 5     

現状と課題 

・ 事業を実施している児童福祉施設において，一定の受入枠を確

保できています。 

・ 本制度は，児童を養育する保護者の勤務状況により利用者数が

変動するものであり，近年は若干の増加傾向にありましたが， 

２０２０（令和２）年度は，新型コロナウイルス感染症の影響に

よる利用自粛のため，見込みを下回ったと考えられます。 

・ 現状の体制を維持することで提供体制を確保するとともに，引

き続き，施設での職員研修や，施設監査の実施等により，サービ

スの質の向上と高いレベルでの平準化を図ります。 
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本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

⑪保育所拠点事

業，児童館事業，

京都市子育て支援

活動いきいきセン

ター（つどいの広

場）事業 

【地域子育て支援

拠点事業】 

 

 

量の見込み 

確保方策 
延べ利

用回数 

（人回） 

413,903 413,513 415,697 417,881 420,065 

実績 162,809     

現状と課題 

・ 保育所拠点事業においては，各区子どもはぐくみ室との役割分

担を行い，公営保育所主催事業を縮小し，各区子どもはぐくみ室

における保育士や保健師等の有する専門性に基づく個別支援の展

開や，地域の関係機関との連携による支援の機能強化の推進によ

り，同等の機能を確保している。 

・ 児童館事業においては，小学校就学前児童数が減少傾向にある

ことに加えて，共働き家庭の増加等により保育所等を利用する児

童が増加していることで，乳幼児プログラム等への参加人数が減

少しています。 

・ つどいの広場事業においては，２０１８（平成３０）年度に実

施した「子育て支援に関する市民ニーズ調査」によると，つどい

の広場を利用していない保護者に比べ，利用している保護者の方

が子育てに不安又は負担を感じている割合が低くなっており，ま

た，自身の子育てが地域の人に支えられていると感じている保護

者ほど，子育てを楽しいと感じている傾向となっているため， 

２０２０（令和２）年度以降，乳幼児の子育て支援機能が身近に

ない地域において，つどいの広場を少なくとも年に１箇所程度新

規に確保することとしており，２０２０（令和２）年度は２箇所

で新たに実施しました（年度末時点で３６箇所）。 

・ 身近な地域における子育て支援拠点としての役割を一層果たす

ことを目的に，「出張ひろば」と「地域支援」に取り組み， 

２０２０（令和２）年度末時点では１８箇所で実施しています。 

・ ２０２０（令和２）年度は，新型コロナウイルス感染症の影響

での利用自粛，利用制限を行ったことにより見込みを下回ったと

考えられます。 
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本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

⑫京（みやこ）い

きいき子育てサポ

ート事業（京都市

ファミリーサポー

ト事業） 

【子育て援助活動

支援事業】 

 

量の見込み 

確保方策 
利用 

件数

（人回） 

8,780 8,780 8,780 8,780 8,780 

実績 5,352     

現状と課題 

・ 本事業は，本部としての機能を有するファミリーサポートセン

ターを設置のほか，同センターの支部を各区・支所ごとに児童館

１４箇所に設置し，会員募集，登録を始め，会員になるための講

習会，レベルアップ講習会，会員からの相談対応や会員間の交流

事業の開催等，地域に密着した事業として安心して利用できるよ

う取組を実施するとともに，利用会員数の拡大を図っています。 

・ ２０２０（令和２）年度においては，新型コロナウイルス感染

症拡大に伴い，保育所等を利用自粛し，自宅で保育をされた方も

あったため，「迎え及び帰宅後の援助等」が減少の一因と考えられ

ます。その他にも他の保育サービスの充実や，育児休業制度の充

実等の労働環境の改善といった要因があると考えています。 

・ 一方，「保育所・幼稚園・学校の休みの援助」の活動件数は増加

しており，新型コロナウイルス感染症の影響により在宅勤務が増

加した中でも，この事業については，一定の社会的なニーズがあ

ると考えています。 

・ 共働きの世帯が増加している中，事業が活用されるよう，しっ

かりと事業の周知を行っていきます。 
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本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

⑬新生児等訪問指

導事業（こんにち

は赤ちゃん事業） 

【乳児家庭全戸訪

問事業】 

 

量の見込み 対象 

者数

（人） 

9,699 9,496 9,349 9,200 9,099 

実績 

（量の見込） 
9,360     

確保方策 
実施 

体制 

（実施機関） 

各区役所・支所保健福祉センター子どもはぐくみ室，京北出張所保

健福祉第二担当 

（実施職員） 

子どもはぐくみ室及び京北出張所の保健師，保育士，母子保健訪問

指導員 

現状と課題 

・ 本市では，母子保健法による新生児訪問指導事業と併せて，区

役所・支所子どもはぐくみ室及び京北出張所の専門職が生後４箇

月までの乳児のいる全ての家庭を訪問する訪問活動を実施してい

ます。 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により，これまで概ね９４％

台で推移していた訪問率が，２０２０（令和２）年度は８５％に

低下していますが，未訪問家庭には，電話連絡やタブレット端末

を用いたオンライン面接等による状況把握及び保健指導を行うこ

とで，全訪問対象家庭の状況を把握しています。 

・ 訪問家庭の中で，産後うつ等など精神的に不安定であったり，

周囲に支援者がいない，又は双子の子育てをしているなどにより

不安を抱えている母親に対し，育児相談や母親の健康管理及び子

育てに関する情報提供等を行っており，養育支援が必要な場合に

は，家庭訪問による継続的個別支援など適切な制度・施策に繋げ

ています。 
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本市事業名 

【国の事業名】 

 指 標 

（単位） 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

⑭京都市妊婦健康

診査 

【妊婦に対する健

康診査】 

 

量の見込み 妊婦健康診査 

受診券使用枚数 

（人回） 

119,753 116,725 113,773 110,896 108,091 

実績 

（量の見込） 
115,174     

量の見込み 産婦健康診査 

受診券使用枚数 

（人回） 

15,047 14,667 14,296 13,934 13,582 

実績 

（量の見込） 
15,200     

確保方策 実施体制 実施場所：妊婦健康診査委託医療機関 

現状と課題 

・ 近年，出産年齢の上昇等によって，健康管理がより重要となる

妊婦が増加傾向にあり，母体及び胎児の健康を守るうえで妊婦に

対する保健指導及び健康診査の重要性や必要性が一層高まってい

ることから，国の通知に基づき，回数や検査内容の拡充等に努め

ていく必要があります。 

・ また，妊娠１１週目までの妊娠届出率が向上していることもあ

り，交付枚数に対する使用率が基本受診券で８０％超，追加受診

券では９０％前後で推移していますが，引き続き，全ての妊婦が

１４回の健診を効率的に受診できるよう，妊娠後の早期届出や未

受診者への受診勧奨，制度の周知を図っていく必要があります。 

・ ２０２０（令和２）年度からは，多胎妊娠をされている方に対

する追加助成を行っています（基本受診券６枚，超音波検査券 

３枚を追加交付）。多胎妊娠は，単胎妊娠よりも母体に負担が大き

く合併症や早産のリスクが高くなることがあるため，追加助成を

行うことで，より積極的な健康診査の受診を促していく必要があ

ります。 
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参考 教育・保育提供区域の設定 

  対象となる給付・事業ごとに提供体制を確保すべき区域の単位が異なるものと考えられること

から，京都市では，次のとおり，４層の区域設定を行っています。 

 

教育・保育 設定の考え方 対象となる給付・事業 

第一次区域

（１区域） 

広域で提供体制を確保する

必要があるもの 

・病児保育事業 

・子育て短期支援事業 

・妊婦に対する健康診査 

第二次区域

（１４区域） 

区役所・支所保健福祉センタ

ー子どもはぐくみ室単位で

事業を実施しているもの 

・利用者支援事業 

・養育支援訪問事業 

・子育て援助活動支援事業 

・乳児家庭全戸訪問事業 

第三次区域

（３５区域） 

幼稚園，保育園（所），認定こ

ども園等の通園区域を考慮

して設定するもの 

・施設型給付（幼稚園，保育園（所）， 

認定こども園） 

・地域型保育給付 

（小規模保育事業，家庭的保育事業，  

居宅訪問型保育事業，事業所内保 

育事業） 

・時間外保育事業 

・一時預かり事業 

（一般型，幼稚園型） 

第四次区域

（７０区域） 

身近な地域で提供体制を確

保する必要があるもの 

・放課後児童健全育成事業 

・地域子育て支援拠点事業 
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資料３ 

学童クラブ事業における利用料金の条例改正について 

 

 本市が委託を行う学童クラブ事業について，京都市児童館及び学童保育所条例を改

正し，利用料金を改定することとしましたので御報告いたします。 

改定の趣旨や内容については，以下のとおりですので，お知り置きください。 

 

１ 条例改正の趣旨等 

⑴ 利用料金の現状 

本市の学童クラブ事業は，児童館・学童保育所において常勤職員を基本とした

国基準の配置を堅持することで，昼間留守家庭の健全育成に努めてきました。 

また，各運営団体において利用を希望する児童は全て受け入れるよう努めてい

ただくことにより，１０年連続待機児童ゼロを達成しております。 

その結果，平成２７年度との比較では，登録児童数が約１．３倍となり，総事

業費（主には職員の人件費）が約１．４倍になっています（参考参照） 

本市では，利用者が増える中にあっても，委託料の算定における利用料金相当

額を据え置きながら，事業の運用を行ってまいりましたが，その結果，総事業費

に占める，公費（市民の皆様からの税）の負担割合が増加し，利用者の負担割合

が低下している状況にあります。 

 ⑵ 現行利用料金の課題 

現在の利用料金について，利用する時間に関しては，「１８時」と「１８時３０

分」の区分で利用料金が分かれています。 

一方で，学童クラブ事業は，平日，土曜日，長期休業中（８月）で利用時間が

大きく異なり，また，多くの児童館等において１７時頃に集団下館を実施してい

ただいていますが，その利用実態を利用料金に考慮しきれていない課題がありま

した。 

⑶ 条例改正の趣旨 

   学童クラブ事業は，子ども達にとって欠かすことのできない重要な事業であり，

これまで本市及び運営団体で培ってきたものを将来の児童とその保護者にも安

心して利用いただけるよう，事業を安定的に運営していくことが重要であると考

えています。 

今回の利用料金の改定は，単純な「値上げ」を目的に行うものではなく，増加

する総事業費など，現在の学童クラブ事業の実施状況を踏まえ，公費負担のバラ

ンス，利用料金の課題を解消することにより，将来にわたり，持続可能な仕組み

とするために行うものです。 

新しい利用料金は，上記の課題を解消するため，抜本的に体系を見直すもので

あり，配慮を必要とする方には，しっかりと所得等に応じた減免を行い（応能負

担），利用する時間等に応じて負担をいただく（応益負担），応能と応益のそれぞ
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れの負担方法のバランスを考えたものです。 

   なお，改定により利用料金の算定方法が変わるため，現在利用されている方に

ついて，改定の影響が特に大きい世帯には２年間の経過措置を設けています。 

 

２ 新たな利用料金の概要 

 ⑴ 利用量に応じた基本額の導入 

利用者の利用する曜日や時間に応じた月額の基本額を導入します。 

これにより，分かりやすい料金体系を確立するとともに，料金算定に際しての

利用者及び運営団体の負担を軽減します。 

 ⑵ 減免の設定 

   低所得世帯に加えて，ひとり親世帯や多子世帯等の配慮が必要な世帯に対し，

基本額からの軽減を図ります。 

ア 配慮が必要な世帯に対する減免 

世帯状況を踏まえ，４つの減免を設定し，運営団体が別表１と同様に減免の

認定を行う場合は，減免後の額が適用します。 

減免の条件は，別表２のとおり。 

  イ 多子世帯に対する減免 

本市の放課後児童健全育成事業（本市から委託を受けている施設に限る）を

同時に利用するきょうだい児の数に応じ，運営団体が別表１と同様に減免の認

定を行う場合は，別表１の「２人目」，「３人目以降」の額を適用します。 

  ウ 家計急変に対する減免 

    以下の理由により収入が急減した利用者から申請がある場合に，運営団体が

別表１と同様に減免の認定を行う場合は，３箇月間を上限に減免後の額で精算

を適用します。 

   ○ 失業等による収入の減少に伴う家計急変 

   ○ 傷病及び災害により想定外の経費が必要になったことに伴う家計急変 

  エ 経過措置対象者への減免の適用 

    令和３年度の利用世帯のうち，条件を満たすものについては，令和４年度か

ら令和５年度までの２年間，経過措置を設定し，運営団体が別表１と同様に認

定を行う場合は，経過措置後の額を適用します。 

○ ひとり親家庭又は障害のある方がいる世帯 

○ 基本額への移行に伴う影響が特に大きい世帯 

 

３ 新たな利用料金の適用日 

  令和４年４月１日から適用となります。 
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【別表１】 

 

【別表２】 

 条件 

減免① 

・ 生活保護法による保護を受けている世帯 

・ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に

関する法律による支援給付受給世帯 

・ 市府民税非課税世帯（減免②）に該当し，ひとり親家庭又は世帯に障

害のある方がいる世帯 

減免② 
・ 市府民税を課されている者の属していない世帯 

・ 市府民税均等割のみ課税世帯 

減免③ ・ 市府民税のみを課されている者の属している世帯 

減免④ 
・ 就学援助を受けている世帯 

・ ひとり親家庭等医療費支給制度受給世帯 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用区分 
平日のみ 平日＋土曜 

長期休業中 

（８月のみ） 

午後５時まで 午後 6 時 30 分まで 午後５時まで 午後 6 時 30 分まで （一律） 

基本額 

１ 人 目 9,000円 11,000円 11,000円 12,000円 13,000円 

２ 人 目 4,500円 5,500円 5,500円 6,000円 6,500円 

３人目以降 0円 0円 0円 0円 0円 

 

① 全 員 0円 0円 0円 0円 0円 

② 

１ 人 目 1,600円 1,700円 1,600円 1,700円 1,700円 

２ 人 目 800円 900円 800円 900円 900円 

３人目以降 0円 0円 0円 0円 0円 

③ 

１ 人 目 3,000円 3,200円 3,000円 3,200円 3,200円 

２ 人 目 1,500円 1,600円 1,500円 1,600円 1,600円 

３人目以降 0円 0円 0円 0円 0円 

④ 

１ 人 目 5,000円 6,000円 6,000円 6,500円 7,000円 

２ 人 目 2,500円 3,000円 3,000円 3,300円 3,500円 

３人目以降 0円 0円 0円 0円 0円 

減
免
（
減
免
後
の
額
） 
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（参考） 

事業費の負担割合に関する国の考え方と新たな料金体系の利用者負担割合 

 

 
 

 

 

 
①国の考え方 

②新体系 

(見込み) 
 ※経過措置を含む 

＜参考１＞ 

令和２年度の 

負担状況 

利用者 

14.8 億円 

（１／２） 

市 

5.0 億円 

（１／６） 

府 

5.0 億円 

（１／６） 

国 

5.0 億円 

（１／６） 

利用者 

10.8 億円 

（36.2%） 

市 

6.4 億円 

（21.4%） 

府 

6.3 億円 

（21.2%） 

 

国 

6.3 億円 

（21.2%） 

利用者 

9.2 億円 

（30.9%） 

市 

8.0 億円 

（26.9%） 

府 

6.3 億円 

（21.1%） 

 

国 

6.3 億円 

（21.1%） 

利用者が運営費の半額を負担し，残りを国・府・市が負担し合うこととされている。 

利用者負担分 

本市の事業運営費計 29.8 億円（令和２年度決算） 

公費負担分 

※ 財源を再配分して引き続き負担軽減を行い， 

利用者負担は事業費の約４割に留める。 

利用者 

7.3 億円 

（34.5%） 

市 

5.7 億円 

（26.9%） 

府 

4.1 億円 

（19.3%） 

 

国 

4.1 億円 

（19.3%） 

事業運営費計 21.2 億円（平成２７年度決算） 

＜参考２＞ 

平成２７年度 

の負担状況 
※子ども・子育て新制度移行 

※ 事業運営経費：21.2 億円（平成 27 年度）⇒29.8億円（令和 2 年度） 約１．４倍 

※ 登録児童数 ：10,883人（平成 27 年度）⇒13,789 人（令和 2 年度） 約１．３倍 


